
都道府県法人番号 8000020040002

令和２

宮城県 事業計画

年度



１．今年度に都道府県及び市町村が実施する事業（交付金等） （単位：千円）

２．消費者行政予算及び今年度の支出等額 （単位：千円）

↑常勤化、定員増反映後

３．消費生活相談員養成事業

人

人日

人

人日

※「支出等」には、地方消費者行政活性化基金の取崩しを含む。

99,096                 

-                               

-                               

③参加自治体

４.消費生活相談体制整備事業

767                            

都道府県

-                               

-                               

96,044                                                           

支出等割合（強化事業（交付金）を除く）

375,992                                                         

197,914                                                         

都道府県予算

管内市町村予算総額

①参加者総数

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業

52,395                       

26%

支出等額（強化事業（交付金）を除く）

-                         

70,871                       

27,298                       

管内全体の研修参加

26%

③実地研修受入自治体

実施形態

②年間研修総日数

②年間研修総日数

自治体参加型

消費者行政予算総額

178,078                                                         

-                               

合計

①参加者総数

法人募集型

28,225                       

79,693                 

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

-                               

-                         

15,584                 -                               15,584                       

-                         

767                     

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受
託事務

-                               -                         

-                               

合計

強化事業（各メニュー合計） 927                            

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

２.消費生活相談員養成事業

推進事業及び活性化事業

2,125                         

事業計画【総括表】令和２ 年度

市町村

宮城県

3,052                   

事業名（事業メニュー）

強化事業



今年度都道府県及び市町村が実施する強化事業（交付金） （単位：千円）

325

事業経費 交付金対象経費 交付金対象経費

181 90

80

368 184

17 8

都道府県

650

1,855 927 

市町村

事業経費

2,037 1,018

40

468 233

4,258 2,125 

744

合計

２．②国が指定するテーマで研修の開催

２．①国が指定する研修への参加 820 410 1,492

１．（２）⑦新たな食品表示制度の普及･啓発

１．（２）⑥適格消費者団体及び特定適格消費者団体設立に向けた支援

１．（２）⑤公益通報者保護制度の推進

１．（２）④風評被害の防止のための取組

１．（２）③訪日・在日外国人に対する相談窓口の整備

１．（２）②若年者への消費者教育の推進

１．（２）①地方公共団体における法執行体制の強化

１．（１）⑤消費者志向経営の普及・促進

１．（１）④エシカル消費の普及・促進

１．（１）③食品ロス削減の取組

１．（１）②障害者に対する消費生活相談の整備

１．（１）①消費者安全確保地域協議会の構築等

事業名（事業メニュー）

別表１

１．（2）⑧消費税率引上げ及び軽減税率制度導入への対応

１．（2）⑩高度情報化社会に対応した消費生活相談対応の実施

１．（2）⑨ギャンブル等依存症対策に係る取組



都道府県実施事業分（推進事業及び活性化事業）

１．都道府県が実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

謝金，旅費，消費生活サポーター事業資材購入
費，
学校用教材作成費，広報素材作成費，保険料，
委託料，使用料

8,910 

対象経費

交付金等対象経費

8,910

令和２年度
本予算

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト
等）※被災４県及び熊本県

14,490

別表２

⑨消費生活相談体制整備事業

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑮消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑦消費生活相談員等レベルアップ事業（研修開
催）

⑧消費生活相談員等レベルアップ事業（研修参
加支援）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡
充）※被災４県及び熊本県

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）※被災４県及び熊本県

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

事業名（事業メニュー）

27,298

消費生活サポーター事業
学校教育期における取組支援事業
各種媒体による広報
各種広報素材作成による啓発事業
特殊詐欺被害防止のための各種媒体及び
郵送広報
消費者等に対するサイバー犯罪被害防止業務
ラジオ広告事業（消費者被害未然防止）
【交付金】

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）※被災４県及び熊本県

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

27,298 合計 14,490 

事業経費 令和元年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業概要 令和２年度第
２次補正予算

2,000 - 

2,0001,898

令和２年度第
１次補正予算

1,898 



２．都道府県が実施する推進事業及び活性化事業の詳細

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（強化）

（既存）

（既存）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト
等）※被災４県及び熊本県

⑧消費生活相談員等レベルアップ事業（研修参
加支援）

（強化）

⑨消費生活相談体制整備事業
（既存）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

（強化）

（強化）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

（既存）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

（既存）

（既存）

（既存）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（強化）

（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レベルアップ事業（研修開
催）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）※被災４県及び熊本県

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡
充）※被災４県及び熊本県

（既存）

⑮消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（強化）

（強化）

（既存）

（既存）

（強化）

（既存）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）※被災４県及び熊本県

（強化）

（強化）

（既存）

（強化）

基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

広報・啓発のためのパンフレット等の作成のほか，消費者市民社会の普及のため，消費生活サポーターの養成に関する研修会等を開催する。
また，サイバー犯罪被害防止のため，消費者等に対する講演を開催し啓発を行う。

パネル展や各種講座の開催



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（都道府県分。該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（都道府県分。該当する場合に記載） ５．市町村の基礎的な取組に対する支援事業

人 人時間／年 人 人時間／年

人 人

人 千円 人 千円

人

自治体参加型

研修参加・受入要望

対象人員数
（報酬引上げ）

実施形態

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

実地研修受入人数参加者数

対象人員数計 追加的総費用

人日

追加的総業務量（総時間）

前年度における雇止めの有無 無

法人募集型

追加的総費用

追加的総業務量（総時間）

人

有

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数

前年度における首長表明の有無

６．地方消費者行政強化事業及び推進事業実施要領、地方消費者行政活性化基金管理運営要領の各別添２第２に係る特例

人日

対象人員数計



管内市町村実施事業分（推進事業及び活性化事業）

１．管内の市町村が実施する推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：千円）

相談員研修会開催

相談員の研修会参加支援

相談員の増員・報酬の改定等

消費者啓発関係，消費者被害防止のための事
業，消費者教育の推進，外国人・障害者相談対
応，食品の放射性物質検査機器メンテナンス費
用等

ＮＰＯ法人への相談業務委託
消費者団体の育成

概要

625

14,361

29,534

352

令和元年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

142

別表３

事業名（事業メニュー） 実施市町村 事業経費 令和２年度
本予算

令和２年度第
２次補正予算

令和２年度第
１次補正予算

交付金等対象経費計

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 仙台市

628

142

⑧消費生活相談体制整備事業
仙台市，白石市，登米市，栗原市，富谷市，松島
町，大和町，大郷町，大衡村，色麻町，加美町，
涌谷町

26,387 1,223

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

岩沼市，富谷市，利府町，大郷町，色麻町，加美
町，涌谷町，美里町

895

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

仙台市，石巻市，塩竈市，気仙沼市，白石市，岩
沼市，栗原市，東松島市，大崎市，富谷市，七ヶ
宿町，大河原町，村田町，丸森町，亘理町，山元
町，松島町，七ヶ浜町，利府町，大和町，大郷町，
色麻町，加美町，涌谷町，美里町，女川町，南三
陸町

58,338 8,800 10,814

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

仙台市，登米市 1,273

2,000

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

- 

⑬消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法
定受託事務

45,014 86,768 8,800 12,932 合計 2,000 



２．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（管内市町村分合計。該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

３．消費生活相談体制整備事業（管内市町村分合計。該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

9        7,587  

人

年間研修総日数 人日 人日

研修参加・受入要望

参加者数

23      12,330    

対象人員数
（報酬引上げ）

16      

対象人員数計 追加的総費用

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）



１．今年度の推進事業支出予定額（基金活用分は除く） ２．今年度の基金取崩し予定額

　 　

３．消費者行政予算について（１）

96,044            

千円

4,326              

千円

千円

千円

53,391             

-                    

千円

68,746             千円

2,131              

千円

34,458            千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

6,985              千円

-                    

2,604              

対前年度

145,918           

千円

千円

64,420             

千円197,914           

千円

12,963             

150,460          千円

うち交付金等対象経費（強化事業分）

千円

千円

千円

千円 千円

千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象経費（推進事業及び活性化事業分）

③都道府県全体の消費者行政予算総額

うち交付金等対象の賃料、人件費等

341,534          

千円

千円

10,920            千円

2,604             千円

21,407            

千円 921                

15,589            千円

②管内の市町村の消費者行政予算総額 124,262           

対平成20年度

101,270           

-                    千円

今年度

千円

千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象経費（推進事業及び活性化事業分） 千円

千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

千円

150,460          千円

千円

73,652             千円

うち交付金等対象外経費

千円

平成20年度

76,808             千円

千円 27,298             

前年度

-                    

千円

うち都道府県分 -                    千円

178,078           

-                    

120,058           73,652             

うち交付金等対象外経費 千円265,976          

千円

千円

千円

うち交付金等対象経費（推進事業及び活性化事業分）

千円うち交付金等対象の賃料、人件費等

千円

千円

76,808             

①都道府県の消費者行政予算

96,044             

27,298             

68,746             うち管内の市町村合計

交付金相当分

-                    

-                    

別表４ 交付金等の管理等

うち都道府県分

うち管内の市町村合計

千円

千円

千円

交付金分

375,992          

千円

10,217             

-                    

千円

184,951           

156,583           

-                    

千円

12,985             千円

千円

12,985            千円

3,052             

千円

21,495             

17,081             

-                    

千円

千円

千円 479                 

千円

3,935              

千円

千円

千円

225,532          

千円

276,896          126,436          千円千円

千円74,637            

千円-                   千円-                   -                   

千円

うち交付金等対象経費（強化事業分） 千円 473                 千円

うち交付金等対象経費（強化事業分） 千円448                 

うち交付金等対象外経費

-                    

千円

千円

73,045             

千円

千円

千円

千円 1,652              

千円 千円 927                 

千円 149,853           千円

千円

千円

千円 127,043           

千円

千円

15,589             

2,125              



４．消費者行政予算について（２）

※交付金等支出額は、強化事業分及び先駆的事業分を除いたもの

人

人

うち管内市町村 人

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） -                    

うち都道府県 人

％34.73528906

-                    

千円

千円

15.32923775

千円

127,043           

人

-                    

人②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点）（想定）

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定）

276,896           

うち管内市町村

千円

千円

％

うち管内市町村

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

％

149,853           

千円

25.54416051

④③を含めた交付金等対象外経費

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出割合※

うち都道府県



６．都道府県の消費生活相談員の配置について

７．今年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組

人

５．基金の管理

具体的内容

会計年度任用職員へ移行

相談員総数

相談員数 人

今年度末予定

今年度末予定

今年度末予定

今年度末予定

前年度末

前年度末

うち定数外の相談員

うち定数内の相談員

消費生活相談員の配置

相談員数

相談員数

前年度末

④その他

処遇改善の取組

○

○

前年度末うち委託等の相談員

①報酬の向上

②研修参加支援

人

人28          

③就労環境の向上

国民生活センター等主催の研修会への参加支援

千円

28          

27          

27          

人

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し予定額（交付金相当分）

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

258,750                           設置当初の基金残高（交付金相当分）

-                                     

-                                     

前年度末の基金残高（交付金相当分） -                                     

-                                     

人

人相談員数

千円

千円

千円

相談員数

相談員数

相談員総数

人

千円



別添

自治体名 宮城県

○実施要領及び運営要領別添１メニュー６「地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業」

事業の名称 事業区分 事業概要 支出予定額（千円） 関連事業の有無 備考

成年年齢引き下げに関する若者
向け啓発

①
成年年齢引き下げにに向け、若者向けの講座開催及び啓発
リーフレットの作成を実施。

5,946 無 仙台市

地域社会における消費者問題解
決力の強化に関する事業（消費者
の安心・安全を確保するための取
組）

①
東日本大震災による被災者の生活再建に伴う相談対応のた
め，司法書士等専門家派遣による相談窓口を開設する。

5,357 無 東松島市

東日本大震災被災者相談事業 ①
東日本大震災による被災者の生活再建に伴う相談対応のた
め，法テラス山元の相談窓口に専門家を派遣する。

8,016 無 山元町

各種媒体を活用した消費者教育
事業

①

ウェブを活用した消費者啓発業務の実施及びサーバーの管
理。
Ｗｅｂ版消費者教育教材のタブレット端末対応への改修等を実
施。

9,352 無 仙台市

計 28,671

※メニュー６において実施する500万円以上の事業についてご記入ください。


